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News労働時間等設定改善指針 「育児・介護休業指針」が改正されました

10 月 1 日より適用

年次有給休暇や子の看護休暇・介護休暇を取得しやすい環境整備を推進するため、
「労働時間等設定改善指針」および「育児・介護休業指針」が改正され、10 月 1 日
より適用されています。

いずれも企業に対して義務を課すものではありませんが、「配慮」等が求められて
いますので、それぞれのポイントをご紹介いたします。

「労働時間等設定改善指針」の改正点

「育児・介護休業指針」の改正点

「子の看護休暇及び介護休暇について、労使協定の締結をする場合であっても、事業所の雇用管理に伴う負
担との調和を勘案し、当該事業主に引き続き雇用された期間が短い労働者であっても、一定の日数については、
子の看護休暇及び介護休暇の取得ができるようにすることが望ましいものであることに配慮すること」が盛
り込まれました。

「仕事と生活の調和や、労働
者が転職により不利にならな
いようにする観点から、雇入
れ後初めて年次有給休暇を
付与するまでの継続勤務期
間を短縮すること、年次有給
休暇の最大付与日数に達す
るまでの継続勤務期間を短
縮すること等について、事業
場の実情を踏まえ検討するこ
と」が盛り込ま
れました。

「公民権の行使又は公の職
務の執行をする労働者につ
いて、公民としての権利を
行使し、又は公の職務を執
行する労働者のための休暇
制度等を設けることについ
て検討すること」が盛り込
まれました。

「地域の実情に応じ、労働
者が子どもの学校休業日や
地域のイベント等に合わせ
て年次有給休暇を取得でき
るよう配慮すること」が盛
り込まれました。

ポイント 1ポイント 1 ポイント 2ポイント 2 ポイント 3ポイント 3
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	 　 トラブルゼロへ！ 就業規則改定のポイント新連載

 第4回 　変形労働時間制を活用して、残業を減らそう（２）

INFO 就業規則の見直しは当事務所（042-627-0521）までお気軽にご相談ください。

変形労働時間制とは、前回お伝えしたように、一定の条件を満たせば特定の日や週に 1 日 8 時間、週 40 時
間を超えて労働させても、平均して週 40 時間に収まっていれば残業にならない（割増賃金を支払わなくてよ
い）制度です。

今回は、変形労働時間制のうち 1 年単位の変形労働時間制について説明します。

■ １年単位の変形労働時間制
1 年単位の変形労働時間制は、1 カ月を超え 1 年以内の期間（対象期間）を平均して週 40 時間に収まって

いれば、繁閑に応じて各月の労働日数や労働時間を柔軟に設定することができます。
1 年の中で業務の繁閑のある会社では有効な制度で、会社全体だけでなく、職場単位や個人単位でも適用

可能ですが、対象労働者の範囲は明確に定める必要があります。
対象労働者以外には、次の項目を決定します。
・対象期間（１カ月を超え１年以内の期間）および起算日。
・対象期間中の特に業務が繁忙な期間を特定期間として定めることができますが、対象期間の相当部分を

特定期間とすることは法の趣旨に反します。
年度末の 1 ～ 3 月が忙しい会社の場合、1 年単位の変形労働時間制によって次のような設計が考えられます。

4 ～ 6 月、7 ～ 12 月の月間所定労働時間を少なめに設定することで、1 ～ 3 月の特定期間の所定労働日数を
多くすることができます。

※設計例
4 月 5月 6月 7月 8月 9月 10 月 11 月 12 月 1月 2月 3月 合計

１日の所定労働時間 7.50 7.50 7.50 8.00 8.00 8.00 8.00 8.00 8.00 8.00 8.00 8.00

所定労働日数 21 21 21 21 21 21 21 21 21 25 24 26 264

月間所定労働時間 157.50 157.50 157.50 168.00 168.00 168.00 168.00 168.00 168.00 200.00 192.00 208.00 2080.50

その他、1 年単位の変形労働時間制のルールは、次の通りです。
① 年間労働日数は 280 日が限度
② 連続労働日数は原則 6 日（特定期間は 12 日まで OK）
③ 1 日の労働時間は原則 10 時間まで、1 週間の労働時間は 52 時間まで
④ 週 48 時間を超えるのは連続 3 週まで
⑤ 3 カ月の期間ごとに週 48 時間を超えるのは 3 回まで

■ 1 年単位の変形労働時間制を導入するためには、労使協定を締結し労基署へ届け出なければなりません。 
　 就業規則に定めることも必要です。
【就業規則の規定例】
　所定労働時間は、1 年単位の変形労働時間制によるものとし、変形期間（1 年）を平均して 1 週間当たり
40 時間を超えないものとする。期間は毎年 1 月 1 日を始期とし、12 月 31 日までとする。
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 第12回 　市場環境適応業となるためのプロセス　その5

連  載	 　 【活人コンサルタントが指南】 中小企業の経営改善の進め方
活人コンサルタント　多摩労務管理事務所　所長　高橋 邦名

今 回は、経 営 計 画 を 策 定 す るに あ たっての 着
眼点について説明します。

事 業 計 画 を 立 てる際 に、目 標とす る成 長 率 を
ど の 水 準 に 設 定 す る か は、経 営 ビ ジ ョ ン、経 営
戦 略とつながってきます。市 場シェアなどの 具
体 的な目標を 決 めると、その 裏 付けとして 成 長
率を決めることが必要になるからです。

会 社 が 成 長 す る た め に は 目 標 と な る 成 長 率
が 必 要であり、少なくとも10％程 度の成 長をし
ないと満 足な人 件 費の配 分ができません。単 年
度 の 事 業 計 画 を 立 て る 場 合 に 成 長 率 を ど こ に
設 定 す る か を 論 議 し ま す が、な か な か 成 長 で
き て い な い 企 業 で は10 ％ 成 長 と い う 話 を す る
と、そん な 数 字は 無 理 だという発 想しか 出てき
ま せ ん。し か し、従 業 員 に あ る 程 度 安 心 で き る
配 分を 行うことを 考えると、10％成 長を 実 現し
て よ う や く 配 分 と い う 意 識 が で き、3 ％ 昇 給 と
いった話ができるようになります。

まず 肝 心 なのは、どの 数 値 で 成 長 率 を 計 るの
かということで す。損 益 計 算 書 だけ で 物 事を 見
るのでは なく、どれ ほどの 人 件 費 配 分を 行うか
がが 人 事 面 での大きなテーマになります。私は
そ の 原 資 を、粗 利 益、売 上 総 利 益 と い っ た 数 字
で は な く、会 社 の 付 加 価 値、単 純 に 言 うと 商 社
や 卸売業では売上から利益を引いたもの、製 造

業の場 合は売上から材料 費、外 注 加工費を引い
たもの、内 部 付 加 価 値を ベ ースとして考えてい
ます。

この 付 加 価 値 をどこまで 増 加させ、従 業 員 人
件 費 の 配 分 率 を ど の 水 準 に 設 定 す る か。こ の
点を、経 営を 安 定させる上 で決めざるを 得ませ
ん。一 般 的 に、会 計 学 で は 労 働 分 配 率 と い う 議
論 を し ま す。し か し、労 働 分 配 率 は 役 員 報 酬 ＋
従 業 員人 件 費であり、この数 字を見て労 働分 配
率 が 高 い、安 い と い っ て も 意 味 が あ り ま せ ん。
中小企業の経営者の場合、付 加価値が下がれば
役 員 報 酬 を 半 分 に し、上 が っ た ら3 倍 くら い と
るといったケースが 少 なくありませ ん。従 業 員
人 件 費はある程 度 安 定的に昇 給 するにしても、
こ の2 つ を 合 計 し て 見 て も、数 字 の ぶ れ が 生 じ
てしまいます。

私が 企 業 で 説 明 する際には、従 業 員 人 件 費 率
を ど の 水 準 に す る か と い う 話 が 中 心 と な り ま
す が、事 業 計 画 で 付 加 価 値 目 標 を 前 年 比10 ％、
15％伸ばそうとすると、内部 付 加価 値を伸ば す
た め に は 売 上 を 連 動 し て 伸 ば す こ と が 前 提 と
な り ま す。そ し て、付 加 価 値 を10 ％ 伸 ば し た と
き に ど の くら い の 従 業 員 人 件 費 と す る か が 重
要 で す。私 は、従 業 員 人 件 費 は 付 加 価 値 の40 ％
を 標準と考えており、これに役 員報 酬10％を加
えて50％、あとの部分は諸経費と先行投資で営
業 利益は10％水 準、このようにバランスの取 れ

た会社がうまく機能していると思います。
中 に は、従 業 員 人 件 費 が50 ％ で 役 員 報 酬 を

5 ％ し か と ら な い 会 社 も あ り ま す が、こ う し た
会 社 は 金 融 機 関 と の 付 き 合 い が 難 し く な り ま
す。役 員 報 酬 が 低 水 準 だ と 個 人 的 な 内 部 留 保
が 薄くなるため、万 が 一の場 合に資 金 力が 足り
ま せ ん。こ れ で は、融 資 を 受 け る と き に 絶 対 に
不 利であり、中 小 企 業にとって 大きな 課 題とい
え ま す。付 加 価 値 が 上 が ら ず、従 業 員 人 件 費 を
下 げ ら れ な い の で 役 員 報 酬 を 下 げ る と い う ス
タ ン ス は、企 業 の 安 定 性、バ ラ ン ス が と れ た 経

付加価値の成長率をベースに置く

人件費率は40％を標準とする

内部付加価値

商社・
卸売業
の場合

製造業
の場合

＝ ー

売上 仕入れ

＝ ー

売上 材料・外注加工
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営 と は い え ず、い つ の 間 に か、会 社 の 将 来 を 支
える研 究 開 発 費、商品開 発 費を 削りだしてしま
います。将 来を見 据えて企 業 経 営を行うために
は、一 定のウェートで 研 究開 発 費の予 算を 組 む
必 要 が あります が、実 際には そうなっていない
企業が非常に多いのです。

付 加 価 値 の40 ％ で 従 業 員 の 人 件 費 を 管 理 す
ることを明 確に 意 識しながら、金 融 機 関とも付
き 合 い や す い 役 員 報 酬10 ％ を 確 保 す る。そ し
て、営 業 利 益10 ％ を 引 い た 残 り40 ％ を ど う 使
うか が 勝 負になります。営 業 経 費などの間 接 費
を 抑え、内 部 が 強くなるための 投 資にどこまで
充 てるか、こうした 着 眼 点 で 論 議しないと本 質
が見えてきません。従 業 員人 件 費には人 財 育 成
費なども含まれ ます が、人 事 系の人 間から見る
と、成 長を志向する会 社は人 材 育 成 投 資を含め
た 開 発 投 資 の ウ ェ ー ト を 相 当 大 き く し て い く
必要があると考えます。

管 理 系 の 経 費 を 意 識 し て 圧 縮 し つ つ、将 来 に
向 け た 開 発 投 資 を 躊 躇 な く 投 じ る 覚 悟 で 臨 ま
な い と、将 来 に 向 け た 付 加 価 値 の 高 い 企 業 活 動
を 行 う こ と が で き ず 、経 営 の 求 心 力 は 確 実 に 下
が っ て し ま い ま す 。経 営 ビ ジ ョ ン 、経 営 戦 略 の
策 定 過 程 で 議 論 し た 内 容 に 沿 っ て 、単 年 度 の 予
算 を ど の よ う に 配 分 す る か 。経 営 ビ ジ ョ ン に 示
し た あ る べ き 姿 を 実 現 す る た め 、投 資 内 容 を
し っ か り 設 計 す る こ と が 必 要 で す 。付 加 価 値 の
40 ％ の 従 業 員 人 件 費 か ら 人 材 育 成 費 を 出 す こ
と を 考 え る と、マ ン パ ワ ー と し て は 少 数 精 鋭 に
ならざるを得ませ ん 。

当 事 務 所 が 安 定 的 な 指 導 が 可 能 な の は、賃 金

の 配 分、昇 給 ペ ー ス、年 収 幅 な ど の 裏 付 け と な
る 中 小 企 業 の 生 の デ ー タ を 提 供 し て い る た め
で、人 件 費 の 総 和 が 仮 に 付 加 価 値 の35 ％ で あ
れ ば、5 ％ を 教 育 費 に 充 て、少 数 精 鋭 で 一 人 一
人 の 人 件 費 を 減 ら さ ず、安 定 的 に 比 率 を 維 持 し
て い く 必 要 が あ り ま す。人 材 が 育 て ば 人 件 費 の
総 和 は 増 加 す る た め、そ れ に 見 合 っ た 付 加 価 値
の拡大が必要です。

こ う し た 見 方 を、中 小 企 業 の 経 営 者 の 方 は ほ
と ん ど 持 っ て お ら ず、目 標 と す べ き 数 値 が 明 確
化 し て い な い 中 で 議 論 し て い る ケ ー ス が 珍 し
く あ り ま せ ん。そ の た め、バ ラ ン ス の と れ た 事
業計画が設計されないわけです。

企業活動活性化フローチャート

経営理念の策定

経営ビジョン
（３年後のあるべき姿）の策定

経営戦略の策定

経営計画の作成、
事業活性化の実行

人財育成プログラムの策定、
経営理念研修、
リーダーシップ研修、教育訓練

1

2

3

4

5

人材育成を含めた開発投資を持続する

目標とすべき付加価値の配分比率

付加価値

卸売業

製造業 売上

売上

その他経費

役員報酬

従業員
人件費

営業利益

40%

40%

10%

10%

売上
材料費
外注加工費

－ 仕入れ

－
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中小企業のための助成金活用法

「特定求職者雇用開発助成金（特定就職困難者コース）」
今回は、特定求職者雇用開発助成金（特定就職困難者コース）を紹介します。この助成金は、高年齢
者、障害者、母子家庭の母などの就職困難者を、ハローワーク等の紹介によって、継続して雇用する労
働者（雇用保険の一般被保険者）として雇い入れる事業主に対して、支給するものです。
※ハローワーク等…ハローワーク、地方運輸局、雇用関係給付金の取扱いに係る同意書を提出して
いる特定地方公共団体、有料・無料職業紹介事業者または無料船員職業紹介事業者

● 支給要件
◆対象労働者をハローワーク等の紹介により、雇用保険の一般被保険者として雇い入れる事業主で
あること

◆対象労働者を雇用保険の一般被保険者として継続して雇用すること（対象労働者の年齢が 65歳以上に
達するまで継続して雇用し、かつ、当該雇用期間が継続して 2年以上（短時間労働者以外の重度障害
者等を雇入れる場合にあっては 3年以上）であることをいう）が確実であると認められる事業者であ
ること

◆対象労働者の雇入れ日の前後 6カ月間（基準期間）に事業主の都合による従業員の解雇（勧奨退職を含
む）をしていないこと　他

※対象労働者…60歳以上の者、身体障害者、知的障害者、精神障害者、母子家庭の母等　他（雇
入れ日現在の満年齢が 65歳未満の者に限る）

※短時間労働者…1週間の所定労働時間が 20時間以上 30時間未満の労働者

● 支給額（中小企業の額です。大企業は異なります）

● 支給申請
助成金は、支給対象期（6 カ月）ごとに2 ～6 回に分けて支給されます。支給申請は労働局または

ハローワークに行います。

INFO 詳しくは、当事務所（☎︎042-627-0521）までお問い合わせください。

対象労働者 支給額 対象労働者 支給額

・高年齢者
  （60歳以上65歳未満）

・母子家庭の母等
60万円

・身体・知的障がい者 120万円

240万円
・重度障がい者等
    重度障がい者、45 歳以上の
    障がい者、精神障がい者

・高年齢者
  （60歳以上65歳未満）

・母子家庭の母等
40万円

・障がい者 80万円

短時間労働者以外 短時間労働者

（ ）
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News2017年版「過労死白書」が公表！ 労働時間やストレスの実態は？

過労死等防止対策推進法第６条に基づく年次報告書
厚生労働省は、10月上旬に2017年版の「過労死等防止対策白書」（いわゆる過労死白
書）を公表しました。この過労死白書は、過労死等防止対策推進法第６条に基づく年次
報告書であり、今回が2回目となります。
2016年度の過労死に関するデータのほか、民間企業で働く2万人に労働時間やストレ
スについて聞いた2015年度のアンケート結果を分析しており、電通の違法残業事件や、
それを受けた政府の緊急対策も紹介されています。

● 労働時間の把握による残業時間減が明確に
上記アンケートの分析では、フルタイムの正社員（7,242 人）では、

労働時間が「正確に把握されていない」人に比べ、「正確に把握さ
れている」人は週あたりの残業時間が約 6 時間短く、「おおむね正
確に把握されている」人で約 5 時間、「あまり正確に把握されてい
ない」人でも約 2 時間短いことがわかりました。

また、残業をする際に「所属長が承認する」といった手続きを
踏んでいると、残業が週 3 ～ 4 時間減ることも明らかになりました。

● 過労死等の業種別の傾向は？
2016 年度に過労死や過労自殺（未遂を含む）で労災認定された

人は前年度より 2 人多い 191 人で、近年は年間 200 件前後で推移
して高止まりが続いています。

業種別では、運輸・郵便業 41 人、製造業 35 人、建設業 23 人の
順に多く、運輸・郵便業では約 2 割が残業を週 20 時間以上しており、
他業種より際立って多いことがわかりました。

一方、過去 5 年の過労自殺事例を年代別にみると、従業員 100
万人当たりの自殺者数は男性が 40 代（3 人）で最も多く、次は 50
代の 2.8 人、女性は 10 ～ 20 代が 0.4 人、30 代が 0.2 人の順でした。

また、従業員 100 万人当たりの労災認定は、「脳・心臓疾患」「精
神疾患」のいずれでも漁業が最も多いという結果も明らかになり
ました。

● 自営業者の長時間労働も明らかに
白書では、自営業者の長時間労働の実態も調査・報告しており、昨年、週 60 時間以上働いた自営業者の割

合は 13.6％で、全雇用者の平均（7.7％）を大きく上回りました。週 60 時間以上働いた自営業者のうち、80
時間以上働いていたのは 1.5％。労働時間や日数の把握方法については、全体の 73.4％が「特に把握していな
い」と答えています。

厚生労働省ではこれらの調査結果をもとに、労働時間の適正な把握を促して長時間労働の是正を図るとと
もに、事業主に対する監督指導の徹底、労働者に対する相談窓口などの充実などで、過労死等ゼロに向けた
取組みを強化するとしています。

「正確に把握されている」

「正確に把握されていない」
週あたりの残業時間

「あまり正確に把握されていない」

「おおむね正確に把握されている」

約6時間短い

約5時間短い

約2時間短い

業種別傾向

運輸・郵便業
41人

製造業
35人

建設業
23人
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Column

労働者派遣法 47 条の 2 に「読み替え規定」があり、「労働者派遣の役務の提供を受ける者もまた、当該派遣労働者を
雇用する事業主とみなして」均等法の規定を適用するとあります。「差別の禁止等に関する指針」でも、派遣先が派遣の
役務の提供を拒むことを禁止事項に挙げていますので、結局妊娠等を理由とした契約解除は許されないことになります。

「働き方改革」 9つの重点項目にどう対応するか　その4

Column

テレワークのメリットはどこにあるか
働き方改革の 9 つの重点項目のうち、⑤の「柔軟な働き方」の具体的手法として、テレワークの拡大が挙

げられています。
テレワークとは、インターネットなど情報通信技術を活用した、場所や時間にとらわれない働き方を意味

し、企業に勤務する被雇用者が行うテレワークとしては、次の 3 つの形があります。

・在宅勤務…………… 自宅を就業場所とするもの
・モバイルワーク…… 施設に依存せず、いつでもどこでも仕事が可能な状態なもの
・施設利用型勤務…… サテライトオフィス、テレワークセンター、スポットオフィス等を就業場所とするもの

このようにさまざまな形態がありますが、総務省では、企業にとってのテレワークの意義・効果として次
のような点を示しています。

◆有能・多様な人材の確保、生産性の向上
　・柔軟な働き方の実現により、有能・多様な人材の確保

と流出防止、能力の活用が可能に

◆営業効率の向上・顧客満足度の向上
　・顧客訪問回数や顧客滞在時間の増加
　・迅速、機敏な顧客対応の実現

◆コスト削減
　・スペースや紙などオフィスコストの削減と通勤・移動

時間や交通費の削減等

◆非常災害時の事業継続
　・オフィスの分散化による、災害時等の迅速な対応
　・新型インフルエンザ等への対応

中小企業こそ取り組むべき課題になる
昨年、トヨタ自動車がほぼすべての総合職社員を対象に在宅勤務制度を導入すると発表し、注目を集めま

した。もっとも、現状を見ると、中小企業でのテレワークの導入はなかなか進んでいません。総務省の「通
信利用動向調査」によると、テレワークについて「導入している」「導入予定がある」とする回答比率は従
業員 300 人以上の企業 32.3％に対して、300 人未満の企業は 10.9％にとどまっています。

導入しない理由としては「テレワークに適した仕事がないから」という回答が 74.2％を占めています。そ
の一方で、テレワーク導入目的に対する結果について「効果があった」と回答した企業は 86.2％に達します。

今後、労働力の確保は、特に中小企業にとって経営上の課題といえます。新入社員の採用力強化、社員の
定着を目指していく上で、テレワークの導入による働き方の柔軟性、多様性を実現することは、長期的視点
に立った取り組み課題になってくると考えられます。
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